
令和2年度実施計画

※行の挿入・削除、セルの結合は絶対に行わないこと。 （単位：千円）

電話番号 第一次交付限度額

メールアドレス 第二次交付限度額

交付対象経費 第三次交付限度額（地方単独分） 346,397                          
1/23以降緊急事態措置等

に係る別途算定額

国庫補助事業費 第三次交付限度額（補助裏分） 17,310                            うち法定率事業分 3,431         

地方単独事業費
第三次交付限度額のうち

本省繰越希望額
（第三次地単分＋法定率事業分以内）

交付限度額計

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

1,342,196 30,221 14,251 1,327,116 - 829 - 

1 ○ 単 38

医療機関・高
齢者施設・障
碍者施設への
緊急マスク配
布事業

①医療機関・社会福祉施設等にマスクを配布し施設利用
者や従事者の感染を防ぐとともに地域住民への感染拡大
を防止する。また、市備蓄マスク配布に伴い不足分の2万
枚を補充する。
②消耗品費
③対象施設分　35円×100,000枚×1.1＝3,850千円
  備蓄配布分　35円×20,000枚×1.1＝770千円
④市域内の医療機関・社会福祉施設等

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.5 R3.2 4,620 4,620 - - 
R2補正
（地）

2 ○ 単 82
産品等販売支
援業務

①売り上げの減少した市内農林水産物を始めとする商品
の販売において、WEB「アンテナショップ」を開設し、新た
な販売ルートを開拓し、市内事業者の支援を行う。
②産品等販売支援業務委託料　20,025千円
③運営委託経費10,025千円・プロモーション経費10,000千
円
④　―

－ － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

⑮強い農林水
産

R2.5 R3.3 20,025 20,025 - - 

ECサイト清算について
3月分の支出負担命令
の額が確定しない場
合、年度をまたいでし
まう可能性あり。

R2補正
（地）

3 単 -

新型コロナ
ウィルス対応
農業・水産業
支援事業

①新型コロナウィルスの感染拡大により大きな影響を受
け、売り上げが減少した農業・水産業の事業継続を支援
する。
②新型コロナウイルス対応農業・水産業持続化給付金
③④
イ　年間の農産物販売金額が50万円以上の農業者430
人、
ロ　漁業協同組合の正組合員 612人
イロ共通　減収額に応じて50万円を上限に段階的に支援

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.4以降 38,000 38,000 - - 

事業完了は令和３年３
月末だが、支払（清算）
が市の出納整理期間
（４月以降）となるため。

R2補正
（地）

4 ○ 単 －

新型コロナ
ウィルス対応
中企業等支援
事業

①新型コロナウィルスの感染拡大により大きな影響を受
け、売上が減少した中小企業等に給付金を交付すことに
より、雇用の維持及び事業継続を支援する。
②
イ　新型コロナウィルス対応中小企業等持続化給付金
ロ　申請受付時事務委託費
③
イ　給付金（中小企業等向け）　　　　　　103,940千円
ロ　審査事務手数料（広報・相談含む） 1,813円／1件×
1,000件　　1,813千円
④
イ　市内中小企業等
ロ　市内に存する商工会

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R2.9 105,753 105,753 - - 
R2補正
（地）

5 ○ 単 -
道の駅営業自
粛要請協力金

①繁忙期における集客の集中を防ぎ、新型コロナウイル
スの感染拡大を防ぐ。
②休業要請協力金 1回分
③面積100㎡未満　50,000円×7事業者
　面積100㎡～300㎡未満　100,000円×5事業者
　面積300㎡以上　150,000円×4事業者
④道の駅テナント

○ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.5 1,450 1,450 - - 
R2予備費

（地）

6

7 ○ 単 -

新型コロナウ
イルス対応食
べて応援クー
ポン券事業

①新型コロナの影響を強く受け、売り上げが減少した飲食
業、生産者の事業継続を支援するため、同じく影響を強く
受けた子育て世帯を対象にクーポン券を発行し支援する
事業
②店舗募集、チケット換金、チケット印刷、それらに伴う事
務委託費
③4,221人×10千円＝42,210千円、クーポン券印刷1,693
千円、事務委託費2,456千円、郵送費等540千円
④市内１８歳以下全員

－ － － － －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

⑲商品券・旅
行券

R2.5 R3.3 46,899 46,899 - - 
R2補正
（地）

747,965                                                                                    

都道府県・市町村コード（５桁） 12234 1,327,116                                                       第三次配分予定額
（本省繰越希望額を除く）

85,199                    

地方公共団体名 南房総市 kikakuzaisei@city.minamiboso.lg.jp 第二次配分額 729,140                  

★★令和２年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 千葉県 0470-33-1001 第一次配分額 210,844                  210,844                                                                                    

合計

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事業
の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費

補助対象
事業費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

移替先 総務省 1,322,516                                                                                  

担当部局課名 総務部企画財政課 15,141                                                           本省繰越予定額                   297,333

297,333                                                                                    担当者氏名 稲葉　達也 1,311,975                                                       配分予定額計 1,025,183                

確
認
済
み
事
業
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Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事業
の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費

補助対象
事業費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

8 ○ 単 12

非接触型赤外
線体温計及び
消毒液購入事
業

①保育所、幼稚園、小中学校等においてクラスター発生
を防ぐ水際対策として、また、災害発生時のクラスター感
染の防止策として避難所に非接触型赤外線体温計を設
置する。幼稚園、小中学校の開園、開校に伴いスクール
バス及び校内の消毒を実施する。
②③
・非接触型赤外線体温計購入3,153千円（＠14,850円×
193台×1.1）
・消毒液、ウエットティッシュボトル　983千円
④体温計：保育所、幼稚園、小中学校及び各避難所
　消毒液：保育所、幼稚園、小中学校及びスクールバス

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.8 4,136 4,136 - - 
R2予備費

（地）

9 ○ 単 106
ひとり親家庭
の生活支援給
付金事業

①ひとり親家庭の多くは、ダブルワークやマルチジョブに
より家計を支えている。学校等の休業に伴って、育児のた
めの休職等による収入減少の中、家にいることによる生
活費の増加が負担となっていることから支援をする。
②生活費の追加支出の支援となる給付金
③ひとり親家庭の子どもの数　310人
　子どもの食費（月）25,000円のうち1/3を3箇月分
　310人×25,000円/3×3箇月分＝7,750,000円
　振込手数料215件（世帯）×110円＝23,650円
④ひとり親家庭

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R2.9 7,774 7,774 - - 
R2補正
（地）

10 ○ 単 -
ふれあいラン
チサービス事
業

①外出自粛から高齢者の孤立や介護予防ができないこと
が問題視されている。毎月ボランティアが行っている高齢
者の安否確認も含めた手作り弁当事業が中止となってい
る間、地元業者のお弁当等購入に変えて、事業の実施と
地域経済の活性化に繋がることを目的とする。
②弁当等、消耗品
③食材600円/回×763人×3回（3箇月）＝1,373,400円
　除菌シート、手袋400円×120人×3回（3箇月）＝144,000
円
　1,373,400円×144,000円＝1,517,400円
④社会福祉協議会

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

⑭ハートフル R2.6 R2.8 1,518 1,518 - - 
R2補正
（地）

11 単 36

避難所におけ
る新型コロナ
ウイルス感染
症対策

①避難所において新型コロナウイルス感染症の対策とし
て物品の購入を行う。
②消耗品、備品購入
③・ラップ式ポータブルトイレ購入　4,359千円（158,500円
×25台×1.1）
　・ポータブルトイレ関連消耗品等1,514千円（バッテリー
20,000円×54台　　×1.1、消耗品等5,800円×51個×1.1）
　・避難所用間仕切りテント購入　293千円（9,500円×28
基×1.1）
　・その他消耗品　901千円（医薬用手袋1,200円×76箱、
消毒用アルコール計250,000円・240本、手指消毒薬計
450,000円・500本、問診用ライト購入2,780円×10個　すべ
て消費税1.1をかける）
④　―

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R2.9 7,067 7,067 - - 
R2補正
（地）

12 ○ 単 -
新生児特別定
額給付金給付
事業

①新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における緊急
事態宣言が発せられている間に出生した新生児も対象に
１０万円を給付し、新生児が出生した世帯の生活を支援
する。
②生活費の追加支出の支援となる給付金
③令和２年４月２８日から同年５月２５日までの間に出生
した新生児　20人×100,000円＝2,000,000円
④新生児の父又は母

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R2.8 2,000 2,000 - - 
R2補正
（地）

13 ○ 単 103

家庭における
インターネット
環境整備とオ
ンライン学習
システムの導
入

①新型コロナウィルスによる再びの休校に備え、児童生
徒の学習機会を確保するためにオンライン学習教材等を
整備する。また、インターネットが未導入の家庭に対して
はモバイルルーターを整備する。
②公立学校情報機器整備費の補助対象額を上回る市単
独事業分を対象
③・タブレット端末教員分＋予備機　4,230千円（45,000円
×94台）
　・中学校用ドリル　8,382千円（6校分）
　・小中学校授業支援システム　45,639千円（小中各6校
ずつ）
　・デジタルペン　19,727千円（8,558円×2,305本）
　・端末設定作業費　32,898千円
　・モバイルルーター通信費　2,200千円（100台分）
④市内児童生徒

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑨教育 R2.7 R3.3 113,076 113,076 - - 
R2補正
（地）
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Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他
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補
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交付対象事業
の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費

補助対象
事業費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

14 ○ 単 103

GIGAスクール
構想に向けた
端末等導入事
業

①小中学校の普通教室に電子黒板及び電子教科書を整
備し、コロナ時代に対応する新たな学習スタイルの確立を
目指す。（大型掲示装置で手元の作業などを拡大表示し
たり、音声教材を使い飛沫防止対策を講じるなど、新型コ
ロナウイルス感染防止に効果が期待できる。）
GIGAスクール端末の延長保証及びオンラインドリル教材
を充実させ、長期化が見込まれるコロナ対策に対応でき
る、家庭および学校での安心安全なオンライン学習環境
を強化する。
学校、保護者との双方向での連絡・通信手段の構築と、
再びの休校等が生じた際、教員から児童生徒に対し、動
画による学活や授業の配信が可能となるよう、小中学校
のホームページ及び連絡システムを再構築する。
②備品購入・ホームページ再構築委託料
③・電子黒板　69台　50,371千円
　　指導用電子教科書　26,950千円（小学校6校14,410千
円、中学校6校12,540千円）
　・GIGAスクール端末５年延長保証　2,305台　44,372千円
　　小学校用ドリル　29,502千円（6校分）
　・小中学校ホームページ及び連絡システム更改委託料
14,630千円
④市内児童生徒

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

⑨教育 R2.9 R3.3 165,825 165,825 - - 
R2補正
（地）

15 ○ 単 -
Web会議シス
テム用機器購
入

①新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐため、Web会議
システムを利用するために必要な備品を購入する。
②備品購入
③Webカメラ（イヤホンマイク付き）100台
             5,310円×100台×1.10= 584,100円
　スピーカーフォン 1式
             (120,000円×1台＋30,000円×4台)×1.10=
264,000円
　大型モニタ　1台
            199,000円×1台×1.10= 218,900円
　HDMIケーブル 1本
            14,800円×1本×1.10=  16,280円
　オーディオ変換ケーブル　100本
             1,320円×100台×1.10= 145,200円
　会議室用Webカメラ　1台
            72,000円×1台×1.10= 79,200円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 1,307,680円
④市役所本庁・分庁・出張所・出先機関 等

－ － － － －

Ⅳ-３．リモート
化等によるデ
ジタル・トラン
スフォーメー
ションの加速

①３密対策 R2.10 R3.3 1,308 1,308 - - 
R2補正
（地）

16 ○ 単 10
オンライン診
療の体制整備

①富山国保病院においてオンライン診療の体制を整え
る。
②備品購入、通信費用
③
・病院側システム用パソコン１台　100,000円
・病院側ソフトウエア　　　　　　400,000円
・通信回線開通費用　　　　　　　 50,000円
・患者用端末　タブレット10台　1,000,000円
・データ通信シム10セット　　　　100,000円
④-

－ － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

⑩医療 R2.10 R3.3 1,650 1,650 - - 
R2補正
（地）

17 ○ 単 12
新型コロナウ
イルス感染予
防事業

①新型コロナウイルス感染拡大予防のため、備蓄品の補
充を図り、第2、第3波の感染拡大に備える。
②消耗品費
③アルコールジェル1,300円×3,000本×1.1＝4,290,000円
④-

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R2.10 4,290 4,290 - - 
R2補正
（地）

18 ○ 単 1
総合検診持続
化支援金

①新型コロナウイルスの影響により総合検診・職場検診
等が中止となったため、委託先である安房地域医療セン
ターの非常勤職員に支払う予定であった給与の一部を助
成し、雇用の持続化を図り、将来的に継続して検診が受
けられるように支援する。
②検診体制継続補助金
③安房3市1町で負担　支援金5,000,000円
④社会福祉法人太陽会安房地域医療センター

－ ○ － ○ －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R3.3 5,000 5,000 - - 
R2補正
（地）

19 単 -
道の駅利用料
金減免要請協
力金

①新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、新型コロ
ナウイルスの拡大防止を図るための取り組み（営業時間
の短縮や密を避けるためのソーシャルディスタンスの確保
など）を行った道の駅のテナント等に対する利用料金等の
減免を指定管理者に要請し、応じた場合に指定管理者の
事業継続を支援するため、協力金を交付する。
②指定管理者がテナント等に行った利用料金等の減免に
対する協力金
③指定管理者が管理運営する道の駅　４施設
家賃合計27,494,244円×50％＝13,747,122円
道の駅利用料金又は維持管理費等の50％を減免した場
合（ただし、国、県及び市の家賃支援金を受けた場合は、
その金額を利用料金等から控除する。）の協力金
④市内道の駅指定管理者（㈱ちば南房総）
　 市内道の駅　４施設
   売上が対前年比70％（令和2年9月以降については、対
前々年比）を下回る道の駅を対象として、利用料金等を減
免した指定管理者に対して、減免した金額分について市
から協力金を支払う。

○ ○ － ○ －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 13,750 13,750 - - 
積算参考資料添付
「参考資料 19.pdf」

R2補正
（地）
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Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事業
の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
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④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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請協力金

②事業者
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③事業者
への家賃
支援

特定事業
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経済対策との

関係

交付対象事業
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（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費

補助対象
事業費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

20 単 -
道の駅新型コ
ロナウイルス
対策事業

①新型コロナの影響による旅行客の激減に対応するた
め、第３セクターによる道の駅を拠点とした,個人旅行客の
誘致や、地域農水産物をはじめとする商品の加工・販売
促進などの取り組みに必要な設備導入について支援す
る。感染の防止策を講じた中での、観光資源と地域特産
物の活用、地域住民および都市住民との交流促進に取り
組むことで、コロナ禍での観光客の集客、地域活性化を
図る。
②③
・着地型観光の強化事業　25,480千円
・販路拡大及び販売促進事業　22,342千円
・地域産品の６次産業化事業　12,760千円
・感染拡大防止及び社内連携強化事業　4,758千円
④道の駅指定管理者（㈱ちば南房総）

－ － － ○ －
Ⅲ-２．地域経
済の活性化

⑱新たな旅行 R2.10 R3.3 65,340 65,340 - - 
積算参考資料添付
「参考資料 20.pdf」

R2補正
（地）

21

22 単 12
子ども園ＩＣＴ
システム導入
事業

①子ども園での保護者との対面接触の機会を減らすた
め、保護者との連絡用アプリ等のシステムを導入する。
②システム委託料
③初期費用6,932,750円（タブレット端末、登降園用ICカー
ド、登降園用カードリーダー、作業費）、システム使用料
14,520,000円（5園分）
④子ども園利用者

－ － － － －
Ⅰ-６．情報発

信の充実
㉑いずれも該

当しない
R2.10 R3.4以降 21,453 21,453 - - 

導入の際に必要なシス
テム改修に時間を要す
ることが見込まれるた
め。

R2補正
（地）

23 ○ 単 12

加湿空気清浄
機設置事業
（子ども園、幼
稚園）

①施設内の感染防止対策として、加湿空気清浄機及び
サーキュレーターを設置する。
②備品購入費
③加湿空気清浄機5,247,000円（90,000円×53台×1.1）、
大型サーキュレーター及びストーブガード161,904円
（30,000円×4台＋10,476円×4台）
④子ども園、幼稚園利用者

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 5,409 5,409 - - 
R2補正
（地）

24 ○ 単 -
修学旅行等
キャンセル料

①新型コロナウイルスの影響により修学旅行等が中止と
なった場合のキャンセル料を市が負担する。
②補償費
③修学旅行等キャンセル料6,472,357円
④市内小学6年生242名、中学3年生267名、引率者61名

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 6,473 6,473 - - 
R2補正
（地）

25 ○ 単 12
千倉子ども園
網戸設置工事

①千倉子ども園内の感染防止対策として、適切な換気を
行うため網戸を設置する。
②工事請負費
③保育室及び廊下等網戸設置工事2,750,000円
④千倉子ども園利用者

－ － － － －

Ⅰ-８．学校の
臨時休業等を
円滑に進める
ための環境整

備

㉑いずれも該
当しない

R2.10 R3.3 2,750 2,750 - - 
R2補正
（地）

26 ○ 単 12
公立幼稚園消
耗品購入事業

①新型コロナウイルス感染症対策として、消毒等に必要
な消耗品を購入する。
②ﾏｽｸ・消毒液等の消耗品費
③富浦（消毒液、使い捨て手袋、ペーパータオル等）
100,000円、富山（消毒液、ハンドソープ、ペーパータオ
ル、マスク等）100,000円、三芳（消毒液、ハンドソープ、使
い捨て手袋等）100,000円、白浜（消毒液、ハンドソープ、
ペーパータオル、マスク等）50,000円、千倉（消毒液、消毒
液スタンド、ハンドソープ、ペーパータオル、マスク等）
200,000円、嶺南（消毒液、ハンドソープ、ペーパータオ
ル、マスク、フェイスシールド等）200,000円
④公立幼稚園利用者

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 750 750 - - 
R2補正
（地）

27 ○ 単 -
移住定住推進
事業

①リモートワーク、ワーケーション、二地域居住居住など
の推進を図るため都内に市ＰＲブースを設置する。
②展示ブース設置管理業務委託
③ブース出展料100,000×6月＝600,000円
　管理費600,000×0.1＝60,000円
　消費税600,000円×0.1＝66,000円
④－

－ － － － －
Ⅰ-６．情報発

信の充実
⑬リビングシフ

ト
R2.10 R3.3 726 726 - - 

R2補正
（地）

28 ○ 単 36
避難所用間仕
切り購入事業

①コロナ禍においては災害避難所を開設する際、ソー
シャルディスタンスを考慮すると避難所の収容人数が約３
分の１に減ってしまうため、避難者の飛沫防止対策として
有効なダンボール間仕切りを導入することで避難所の収
容人数の増員補整をするとともに避難所内でのクラスター
化の防止を図る。
②備品購入費
③＠20,000円（10枚入り）×100セット×消費税＝
2,200,000円
※予算上当初予算と予備費で計上しているため下記計算
を加える。
2,200,000円-1,000,000円（当初予算計上分）＝1,200,000

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R2.9 1,200 1,200 - - 
R2予備費

（地）

29 ○ 単 36
避難所用間仕
切り購入事業

①コロナ禍においては災害避難所を開設する際、ソー
シャルディスタンスを考慮すると避難所の収容人数が約３
分の１に減ってしまうため、避難者の飛沫防止対策として
有効なダンボール間仕切りを導入することで避難所の収
容人数の増員補整をするとともに避難所内でのクラスター
化の防止を図る。
②備品購入費
③＠20,000円（10枚入り）×100セット×消費税＝
2,200,000円
※予算上当初予算と予備費で計上しているため下記計算
を加える。
2,200,000円-1,200,000円（予備費計上分）＝1,000,000円

－ － － － －
Ⅰ-１．マスク・
消毒液等の確

保

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R2.9 1,000 1,000 - - 
R2当初
（地）
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備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
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象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

30 ○ 単 -
インフルエン
ザ予防接種助
成

①新型コロナウイルス感染症とインフルエンザが同時期
に感染拡大するリスクを回避し、医療提供体制の負荷軽
減を図るために、高齢者等に対するインフルエンザ予防
接種の奨励を推進する目的で助成額の増額をする。
②委託料
③23,121千円
必要経費（17,099人-90人生活保護受給者）×0.9受給率
×2,500円＝38,270,250円
既計上額10,100人×1,500円＝151,580,000円
38,270,250円-15,150,000円＝23,120,250円(予算計上額に
合わせ端数切捨て）≒23,120（千円）
④６５歳以上の人

－ － － － －
Ⅰ-３．医療提
供体制の強化

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.2 23,120 23,120 - - 
R2補正
（地）

31 ○ 単 -
観光復興対策
業務

①新型コロナの影響を強く受け、売り上げが減少した観光
産業に対しての支援を行うもの。市外者も利用可能とする
ことで地域経済の活性化につながることを目的とする。
②クーポン等の原資、店舗募集、チケット換金、チケット印
刷、それらに伴う事務委託費、PR経費
③自社クーポン支援事業委託　10,270千円、オンライント
ラベルエージェントによるクーポン発行事業委託　49,673
千円、飲食店で利用できる電子クーポン事業委託
35,449千円、イベント補助及びPR事業　30,855千円
④市内、市外問わず全員が利用可能　観光関連事業者

－ － － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

⑲商品券・旅
行券

R2.6 R3.3 126,247 126,247 - - 
R2補正
（地）

32 ○ 単 -

新型コロナ
ウィルス対応
中企業等支援
事業（第2回）

①新型コロナウィルスの感染拡大及び長期化に伴い厳し
い経営状況が続く中小企業等の活力を創出し、地域経済
の活性化を図るための給付金を交付する。
②
イ　新型コロナウィルス対応中小企業等活力創出支援給
付金
ロ　申請受付事務委託費
③
イ　給付金（中小企業等向け）　　　　　　　　　　91,000 千
円
ロ　審査事務手数料（広報・相談含む）1,802円／1件×
1,000件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,802  千
円
④

－ ○ － － －

Ⅱ-３．事業継
続に困ってい
る中小・小規

模事業者等へ
の支援

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R2.12 92,802 92,802 - - 
R2補正
（地）

33 ○ 単 -

新型コロナウ
イルス対応避
難行動要支援
者管理システ
ム改修事業

①コロナ渦で災害が発生した場合に、避難支援や安否確
認を迅速に行うため、避難行動要支援者の対象者を真に
支援が必要な対象者へ変更及び新型コロナウイルス感
染症の影響で、地域支援等関係者が平時から避難行動
要支援者の状況把握ができないため、異動事項（死亡、
転出、施設入所等）について市から情報を提供することで
きるように避難行動要支援者管理システムを改修する事
業
②事業実施委託料　1,276千円
③システム設定変更　867千円　共通作業・諸経費　293
千円　消費税116千円
④避難行動要支援者、区長及び民生委員等

－ － － － －

Ⅱ-４．生活に
困っている世
帯や個人への

支援

㉑いずれも該
当しない

R2.7 R2.11 1,276 1,276 - - 
R2予備費

（地）

34 単 83
公共施設利用
スマート化推
進事業

①千葉工業大学及び民間企業と共同研究を進めてきた
公共施設利用手続きのスマート化を実用化するもので、
予約管理システムと鍵を管理する屋外キーボックス（市内
7箇所に設置し51施設の鍵を管理）がオンラインで連動す
る既存に無い新たなシステムを開発・導入することによ
り、施設の利用申請～鍵の貸出及び返却～利用日誌作
成までの一連の手続きを無人化し、感染症対策強化、市
民の利便性の向上、市業務の効率化及びペーパーレス
化を推進する。
②委託料、工事請負費、備品購入費
③システム構築業務委託料　37,290千円　キーボックス設
置工事費（7箇所）　6,168千円　Wifiルーター購入費（9台）
236千円
④施設利用者、職員、51施設

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの加

速

④行政IT化 R3.2 R3.4以降 43,694 43,694 - - 

既存に無い新規のシス
テム開発であり、「実
証」と「テスト」を繰り返
しながら最適なシステ
ムを構築するアジャイ
ル開発を採用すること
により、一定の開発期
間（1年）を要するため。

R2補正
（地）

35 単 36 防災環境整備

①コロナ禍における災害発生に備え、必要となる防災環
境の整備を行う。特に避難所での３密対策として換気対
策機器を導入するとともに、同機器を災害による停電時で
も可動させるための避難所用発電機を購入する。また、こ
れまでは集まらざるを得なかった関係者間の情報連絡手
段について、災害対応職員や消防団等が集まらなくても
情報の共有と会議・活動が実施できるよう高性能無線機
を新たに整備することで、避難所間の人の移動を抑えた
連携を構築し、感染防止の徹底を図る。
②工事請負費、備品購入費
③備蓄倉庫設置　2,500,000円×9基×1.1＝24,750,000
円、簡易無線野外アンテナ設置工事　6箇所分　2,388,000
円、避難所換気用ミストファン　96,200円×51台×1.1＝
5,396,820円、避難所換気用サーキュレーター　45,000円
×47台×1.1＝2,326,500円、避難所用発電機9I　128,000
円×10台×1.1＝1,408,000円、避難所用発電機15I
298,000円×4台×1.1＝1,311,200円、避難所用パーソナ
ルテント　9,800円×220基×1.1＝2,371,600円、避難所用
飛沫防止衝立　17,800円×32台×1.1＝626,560円、避難
所用蓄電池　145,000円×17台×1.1＝2,711,500円、避難
所用フットペダルごみ箱　2,500円×97個×1.1＝266,750
円、避難所用無線機（衛星無線）　156,000円×11台×1.1
＝1,887,600円、避難所用無線機（簡易無線機）　51,000円
×29台×1.1＝1,626,900円、消防団用ハイブリッドIP無線
機　168,000円×40台×1.1＝7,392,000円、消防団用IP無

－ － － － － －
①-Ⅰ-６．情

報発信の充実
㉑いずれも該

当しない
R2.12 R3.4以降 63,157 63,157 - - 

積算参考資料添付
「参考資料 35.pdf」

発注日から納期までの
期間が短く、設置工事
の期間や予定の個数
を納品するのに時間が
かかるため。

R2補正
（地）
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済
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事
業

36 単 12
図書館コロナ
対策事業

①感染防止対策として、書籍の除菌に必要なスプレー及
び図書除菌機を購入する。
②消耗品費・備品購入費
③抗ウイルス・除菌・消臭クリーナー(12本入)35箱
　  36,000円×35箱×1.1＝1,386,000円
　 図書除菌機　2台
    1,200,000円×2台×1.1＝2,640,000円
　 図書除菌機用消耗品(消臭抗菌剤・紫外線殺菌ランプ)
    42,000円×2台分×1.1＝92,400円(予算計上額に合わ
せ端数切捨て）≒92,000円
④南房総市図書館

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.3 4,118 4,118 - - 
R2補正
（地）

37 単 12
社会体育施設
コロナ対策事
業

①不特定多数の人が利用する社会体育施設での新型コ
ロナ感染症拡大防止策を図る。
②消毒に必要な消耗品及び施設換気のための備品購入
経費
③手指、施設消毒用アルコール　19,800（17ℓ）×25缶
　 大型扇風機　46,200円×32台
④社会体育施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.2 R3.4以降 1,974 1,974 - - 
大型扇風機の年度内
納期に困難が予想され
るため。

R2補正
（地）

38 単 -

移住、定住
（シティプロ
モーション）支
援業務事業

①コロナ禍におけるテレワーク、ワーケーションをはじめと
した「新しい生活様式」の普及に伴う地方移住関心層の取
り込み（関係人口創出も含む）や観光をはじめとした交流
人口の拡大を目的として、Withコロナ、Afterコロナの地域
間競争を勝ち抜くため、当市の魅力の洗い出し及び独自
性を打ち出し、地域の「営業活動」となるシティプロモー
ションを行う。
②移住、定住プロモーション(シティプロモーション)支援業
務委託料
※シティプロモーション特設サイト及び動画の作成、ブラン
ドメッセージ及びロゴマークの作成等
③22,308千円×1.1＝24,539千円（端数切上げ）
④地方公共団体

－ － － － － －
①-Ⅰ-６．情

報発信の充実
⑬リビングシフ

ト
R3.3 R3.4以降 24,539 24,539 - - 

撮影等も含め、事業完
了までに1年近く要する
ため。

R2補正
（地）

39 単 -

新型コロナ
ウィルス対応
中企業等支援
事業（第3回4
回）

①新型コロナウィルスの感染再拡大及び緊急事態宣言の
再発出に伴い、厳しい経営状況の続く中小企業等の徹底
した感染防止対策と事業継続を支援するため、給付金を
交付する。
②
イ　新型コロナウィルス対応中小企業等活力継続支援給
付金（第3弾）
　　（仮称）新型コロナウイルス対応中小企業等緊急支援
給付金（第4弾）
ロ　申請受付事務委託費
③
イ　給付金（中小企業等向け）　　　　　100,000 千円
　（第3弾・第4弾）
ロ　審査事務手数料（広報・相談含む）　3,606  千円
（第3弾・第4弾）
④
イ　市内中小企業等
ロ　市内に存する商工会

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R2.12 R3.4以降 103,606 103,606 
積算参考資料添付
「参考資料39.pdf」

事業完了は令和３年３
月末だが、支払（清算）
が市の出納整理期間
（４月以降）となるため。

R2補正
（地）

40 単 -
道の駅感染防
止対策用消毒
液等購入事業

①道の駅における感染拡大防止のため
②消毒に必要な消耗品の購入
③消毒液　       　　370,348円
　 消毒スタンド　　　482,790円
　 レジスクリーン　　620,554円
   　　　　　 計      1,473,692円

－ － － ○ － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.1 R3.3 1,474 1,474 - - 
R2補正
（地）

41 単 -

新型コロナウ
イルス対応食
べて応援クー
ポン券事業

①新型コロナの影響を強く受け、売り上げが減少した飲食
業、生産者の事業継続を支援するため、クーポン券を発
行し支援する事業
②店舗募集、チケット換金、それらに伴う事務委託費、チ
ケット印刷。封筒作成、チケット作成。
③原資37,150人×2,500円＝92,875千円、クーポン券印刷
6,000千円、事務委託費9,207千円、郵送費等3,530千円、
封筒作成324千円
④市民全員

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R2.11 R3.4以降 111,936 111,936 

3月末までクーポン券を
利用することができる
ようにしたため、精算が
4月以降となってしまう
ため

R2補正
（地）

42 単 -
大房岬自然の
家保守点検業
務支援金

①大房岬自然の家は新型コロナウイルス感染症の影響
を強く受け、利用料収入が減少し、、施設や設備の保守
点検に係る経費が賄えなくなるため、事業継続にあたり指
定管理者に対し支援を行うもの。
②基本協定で定められている、市が委託している施設及
び設備の保守点検業務に相当する経費。（指定管理料を
支払っていないため）
③令和2年度施設管理各種保守費　2,818,574円　施設管
理各種法定検査費等　1,765,520円
端数調整　要求額4,584,000円
④特定非営利活動法人千葉自然学校
  （南房総市大房岬自然の家指定管理者）

－ ○ － ○ － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.3 4,584 4,584 
R2補正
（地）
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43 単 -

福祉避難所に
おける新型コ
ロナウイルス
対策備蓄事業

①協定締結している福祉避難所において、災害時に要配
慮者を受け入れる場合、新型コロナウイルス感染症の対
策として必要な備蓄品（受入れキット）を交付するため購
入する。
②消耗品費
③消耗品費　602千円（Ｎ95マスク合計5,838円・14個、不
織布マスク合計8,330円・7箱、消毒用アルコール計4,004
円・7本、手指消毒薬計6,237円・7本、ペーパータオル合計
2,114円・14袋、使い捨て手袋32,130円・7箱、ビニールガ
ウン16,940円・7箱、フェイスシールド合計5,586円・14枚、
非接触型体温計46,046円・7本、体温計合計14,630円・14
本、アルコールウェットティッシュ3,234円・14個、使い捨て
カバー13,118円・7組
布製パーテーション施設貸出用443,520円・56枚）
④福祉避難所協定施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 602 602 

発注日から納期までの
期間が短く、予定の物
品すべてを納品する時
間がかかるため。

R2補正
（地）

44 単 -

(第２次)道の
駅新型コロナ
ウイルス対策
事業

①新型コロナウイルスの影響により売り上げの減少した
地域事業者を支援するため、道の駅を核としたＥＣサイト
の活用や、感染症対策を踏まえた業務改善により、南房
総の情報発信、旅行形態の変化への対応、地域特産品
の活用・販売促進に取り組み、新たな付加価値を生み出
すことで、地域事業者の販売増大、観光需要の拡大によ
り地域経済の活性化を図る。
②事業費補助金
③
・ＥＣサイトシステム強化　12,128千円
・道の駅業務改善支援　    3,976千円
④道の駅指定管理者（㈱ちば南房総）
・交付対象者の選定理由・選定方法
道の駅設置カ所数全国１位の本市にとって、８カ所の道の
駅は多くの観光客を受け入れるための中心拠点となって
いる。また、直売所機能を有しており市内一次産業をはじ
めとした事業者の重要な販売拠点となっている。株式会
社ちば南房総は、市内６カ所の道の駅管理運営を担う第
３セクターとなっており、観光拠点、一次産業と連携等によ
り、地域振興の役割を大きく担ってきた。コロナ禍におけ
る道の駅地域振興の事業主体として株式会社ちば南房
総を選定する。
・新型コロナウイルス感染症への対応（経済対策）との関
係
地域特産品の活用・販売促進の取り組み及び、コロナ

－ － － ○ － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.3 R3.4以降 16,104 16,104 
http://www.city.minamiboso.chiba.jp/0000
014199.html

納期の確保が困難で
あるため

R2補正
（地）

45 単 12
庁舎等感染予
防対策事業

①不特定多数の来庁者が訪れる庁舎等の接客窓口カウ
ンターにパーテーションの設置及び窓口カウンターを抗菌
処理された設備に更新等を施して、来庁者のソーシャル
ディスタンスやプライバシーを確保しつつ飛沫感染予防を
図るとともに、庁舎等の入口に検温と手指消毒を行う機器
を設置し感染症予防対策を強化する。また、3密になりや
すい会議室等の空調設備の機能改善のため機器を更新
等を施して、感染予防を図る。
②工事請負費、備品購入費
③工事請負費　本庁舎等空調設備工事　30,000千円
　備品購入費
　　窓口カウンター、飛沫拡散防止パネル他　10,000千円
　　自動検温・除菌ディスペンサー21台　3,500千円
④全来庁者、市民及び職員、本庁舎及び分庁舎、社会教
育施設、社会体育施設、社会福祉施設等　21施設

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

①３密対策 R3.3 R3.4以降 43,500 43,500 

事務スケジュールの都
合により、年度内契約
及び完了が不可能なた
め。

R2補正
（地）

46 補 -
子ども・子育
て支援交付金

内閣府

①新型コロナウイルス感染症対策として、学童保育料減
免を実施した。
②学童保育料
③公立学童保育所、民間学童保育所　3,692,950円
④市内学童利用者347人

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R2.5 3,693 3,693 811 2,071 - 811 
R2補正
（国）

47 補 -
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（感染症対策のためのマスク等購入支援事業）
①感染症対策として小中学校及びスクールバスで使用す
る消毒液を購入する。
②消耗品費
③アルコール消毒液　734,502円
④市内6小学校、6中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R2.8 735 735 366 369 - - 
R2補正
（国）

48 補 -
学校保健特別
対策事業費補
助金

文科

（学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援事
業）
①施設内の感染防止対策として、小中学校に教室等に加
湿空気清浄機を設置する。また、消毒液等の感染症対策
の消耗品を購入する。
②備品購入費、消耗品費
③加湿空気清浄機13,190,452円、消耗品費6,300,000円
④市内6小学校、6中学校

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液
等の確保

㉑いずれも該
当しない

R2.9 R3.3 25,000 25,000 12,500 12,500 - - 
R2補正
（国）

49 補 -
学校臨時休業
対策費補助金

文科

(学校給食費返還等事業)
①新型コロナウイルス感染拡大防止により、学校が臨時
休業となり、学校給食も停止となった。委託炊飯加工業者
へは臨時的に１ｹ月間の補償をすることとする。
②令和2年3月分の炊飯加工賃の補償金
　但し、配送料、燃料費、消費税は除いた金額とする。
③炊飯加工賃50ｇ、60ｇ、70ｇ、80ｇ、90ｇ、100ｇ➡27円
　110ｇ、120ｇ➡28円
　＠27円×16,272＋＠28円×9,823＝714,388円
④花房製菓㈱、㈱マスヤ、堀江米穀炊飯センター

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.6 R2.6 715 715 535 180 - - 
R元予備
費（国）
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Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補
助額

交付対象
経費

起債予
定額

その他

Ｎｏ

補
助
・
単
独

事
例
集
事
例
番
号

交付対象事業
の名称

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付
金

③事業者
への家賃
支援

特定事業
者等支援

基金
経済対策との

関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当
関係）

事業
始期

事業
終期 総事業費

補助対象
事業費

補助対
象外経
費

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
３年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
個人を対
象とした
給付金等

確
認
済
み
事
業

50 補 -
障害者総合支
援事業費補助
金

厚労

特別支援学校等の臨時休業に伴う放課後等デイサービ
スへの支援等事業（本文４の（４）①及び②の事業）
①保護者が仕事を休めない場合に自宅等で１人で過ごす
ことができない児童がいる世帯において、特別支援学校
等の臨時休業に伴う放課後等デイサービスの利用増加に
よる利用者負担の増加について、国及び県が補助を行う
事業。学校の臨時休業により追加的に生じた利用者負担
の補助に係る経費と代替サービスの提供に係る利用者負
担の補助に係る経費。
②扶助費。
③対象障害児18人。57,000円。
④児童福祉法第6条の2の2第4項において学校教育法第
1条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学して
いる障害児。

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

㉑いずれも該
当しない

R2.4 R3.3 78 78 39 21 - 18 
R2補正
（国）


